
議案第４９号 

   関市営住宅設置及び管理に関する条例及び関市特定公共賃貸住宅条例の一

部改正について 

 関市営住宅設置及び管理に関する条例及び関市特定公共賃貸住宅条例の一部を

改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

  令和２年６月４日提出 

                     関市長 尾 関 健 治     

   提案理由 

 民法の一部改正等による公営住宅制度の見直しに伴い、この条例を定めようと

する。 



   関市営住宅設置及び管理に関する条例及び関市特定公共賃貸住宅条例の一

部を改正する条例 

 （関市営住宅設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１条 関市営住宅設置及び管理に関する条例（平成９年関市条例第４３号）の

一部を次のように改正する。 

  第９条第３項中「寡婦」の次に「若しくは寡夫」を加える。 

  第１１条第１項第１号中「入居決定者と同程度以上の収入を有する者で」を

削り、「連署する」を「署名する」に改め、同条第３項中「連署」を「署名」に

改める。 

  第１５条第３項中「の規定による」を「に規定する」に改め、「収入に関する

申告」の次に「又は法第３４条の規定による書類の閲覧の請求その他の公営住

宅法施行規則第９条で定める方法により把握した入居者の収入」を加える。 

  第１８条第４項を同条第５項とし、同条第３項ただし書中「未納の家賃」を

「賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行」に改め、同

項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行し

ないときは、市は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。この場合

において、入居者は、市に対し、敷金をもって賃貸借に基づいて生じた金銭

の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てることを請求することがで

きない。 

  第２０条第１項中「費用（畳の表替え、破損ガラスの取替え等の軽微な修繕

及び給水栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費

用を除く。）は」を「費用は、市長がその修繕に要する費用を入居者が負担する

ものとして定めるものを除いて」に改め、同条第２項中「前項に掲げる」を「市

営住宅等の」に、「同項」を「前項」に改める。 

  第２１条第４号中「に規定する」を「において市が負担することとされてい

る」に改める。 

  第２３条の見出し中「模様替え等」を「模様替等」に改め、同条第１項中「模

様替えし」を「模様替し」に改め、同条に次の１項を加える。 



 ３ 第１項の承認を得ずに市営住宅を模様替し、又は増築したときは、入居者

は、自己の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

第２６条第１項中「第１４条第１項」の次に「及び第４項」を、「第８条第２

項」の次に「又は第３項」を加える。 

  第２８条第１項中「第１４条第１項及び」の次に「第４項並びに」を加える。 

第３１条第１項、第３４条及び第３５条中「第１４条第１項」の次に「若し

くは第４項」を加える。 

  第３７条第４項中「年５分の割合」を「法定利率」に改める。 

  第４８条第１項及び第４９条中「第１４条第１項」の次に「若しくは第４項」

を加える。 

 （関市特定公共賃貸住宅条例の一部改正） 

第２条 関市特定公共賃貸住宅条例（平成１６年関市条例第４３号）の一部を次

のように改正する。 

  第９条第１項第１号中「２名の連署する」を「の署名する」に、「市長が特別

の理由があると認めたとき」を「市長は、特別の事情があると認める者に対し

て」に、「連署を１名とし、又は必要としない」を「署名を必要としないことと

する」に改める。 

  第１７条第４項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に改め、同項ただし書中「未納の家賃、第２１条第

１項に規定する共益費」を「賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする

債務の不履行」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行し

ないときは、市は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。この場合

において、入居者は、市に対し、敷金をもって賃貸借に基づいて生じた金銭

の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てることを請求することがで

きない。 

  第１９条中「規則で定める構造及び設備の主要な部分を修繕する必要が生じ

たときは」を「入居者が修繕するものとして市長が定めるものを除いて」に改

め、同条ただし書中「使用者」を「入居者」に改める。 



  第２０条第４号中「に規定する」を「において市長が修繕することとされて

いる」に改める。 

 第２４条第１項第３号中「模様替え」を「模様替」に改め、同条に次の１項

を加える。 

３ 入居者は、第１項の許可を受けずに特定公共賃貸住宅の模様替その他特定

公共賃貸住宅に造作を加える行為をし、又は敷地内に工作物を設置したとき

は、自己の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （入居手続に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の関市営住宅設置及び管理に関する条例（以下「新

市営住宅条例」という。）第１１条第１項第１号及び第３項の規定は、施行日以

後に市営住宅の入居者として決定した者について適用し、施行日前に市営住宅

の入居者として決定した者については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の関市特定公共賃貸住宅条例第９条第１項第１号

の規定は、施行日以後に特定公共賃貸住宅の入居者として決定した者について

適用し、施行日前に特定公共賃貸住宅の入居者として決定した者については、

なお従前の例による。 

 （利息に関する経過措置） 

４ 施行日前に到来した支払期に係る新市営住宅条例第３７条第４項に規定する

利息については、なお従前の例による。 


